
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第７章 環境影響評価の項⽬、調査、予測及び評価の⼿法 
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第７章 環境影響評価の項⽬ 
 
環境影響評価を⾏う項⽬(以下「環境影響評価項⽬」という。)について、札幌市環境影響

評価条例の規定に基づき策定された技術指針［別表４］に⽰されている環境影響評価の項⽬
［その14 ⼤規模建築物に係る基本項⽬］、［その13 特定⼯場に係る基本項⽬］、及び［別表
５］に⽰されている各環境要素の調査、予測及び評価の⼿法を参照し、選定項⽬の特性、対
象事業の特性及び関係地域の概況を踏まえて、本事業に係る環境影響評価項⽬及び調査⼿法
等を選定した。 

 
7.1 環境影響評価項⽬の選定及びその理由 

環境影響評価項⽬は、対象事業の特性等を踏まえ、対象事業の実施に伴い環境に影響を及
ぼすおそれのある要因(以下「影響要因」という。)を抽出し、関係地域の概況を勘案して選
定した。 

選定した環境影響評価項⽬は表7.1-1に、その選定等の理由は表7.1-2に⽰すとおりである。 
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表7.1-1 環境影響評価項⽬の選定 
 

環境要因の区分 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

環境要素の区分                    細区分 

⼯事の実施 ⼟地⼜は⼯作物の 
存在及び供⽤ 

建
設
機
械
の
稼
働 

資
材
及
び
機
械
の
運
搬
に
⽤
い
る 

⾞
両
の
運
⾏ 

切
⼟
⼯
及
び
盛
⼟
⼯
等
に
よ
る 

造
成
⼯
事
並
び
に
⼯
作
物
の
設
置
等 

地
形
改
変
後
の
⼟
地 

及
び
⼯
作
物
の
存
在 

事
業
活
動 

資
材
等
の
搬
出
⼊
※ 

⼈ の 健 康 の 保 護
及 び ⽣ 活 環 境 の
保全、並びに環境
の ⾃ 然 的 構 成 要
素 の 良 好 な 状 態
の 保 持 を 旨 と し
て調査、予測及び
評 価 さ れ る べ き
環境要素 

⼤気質 
窒素酸化物 ◎ ◎   ◎ ◎ 
粉じん等(SPM) ◎ ◎   ◎ ◎ 

騒  ⾳ 騒  ⾳ ◎ ◎    ◎ 
振  動 振  動 ◎ ◎    ◎ 
⾵  害 ⾵  害    ◎   
⽔ 質 ( 底 質 及 び 地
下⽔を含む) 

⽔の汚れ − −   −  
⽔の濁り ◎ ◎ ◎    

地形及び地質 重要な地形及び地質    −   
地盤沈下 地盤沈下   ◎  ◎  
⽇照阻害 ⽇照阻害    ◎   
電波障害 電波障害    ◎   

⽣ 物 の 多 様 性 の
確 保 及 び 多 様 な
⾃ 然 環 境 の 体 系
的 保 全 を 旨 と し
て調査、予測及び
評 価 さ れ る べ き
環境要素 

植  物 
重要な植物種及び群
落とその⽣育地 

   ◎   

動  物 
重要な動物種及び注
⽬すべき⽣息地 

   ◎   

⽣態系 
地域を特徴づける⽣
態系 

   ◎   

⼈ と ⾃ 然 と の 豊
か な 触 れ 合 い を
旨として調査、予
測 及 び 評 価 さ れ
るべき環境要素 

景  観 
主要な眺望点及び景
観資源並びに主要な
眺望景観 

   ◎   

⼈と⾃然との触れ
合いの活動の場 

主要な⼈と⾃然との
触れ合いの活動の場 

   ◎   

環 境 へ の 負 荷 の
回避・低減及び地
球 環 境 の 良 好 な
状 態 の 保 持 を 旨
として調査、予測
及 び 評 価 さ れ る
べき環境要素 

廃棄物等 廃棄物及び副産物   ◎  ◎  

温室効果ガス ⼆酸化炭素     ◎  

※：供⽤後の来場者関係⾞両を含む。 
注１：□□は「札幌市環境影響評価技術指針」における「⼤規模建築物に係る基本項⽬」、「特定⼯場に係る
基本項⽬」を⽰す。 

２：「◎」は環境影響評価項⽬として選定する項⽬を⽰す。 
３：「−」は本事業の計画及び事業特性、地域特性を考慮して選定しない項⽬を⽰す。 
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表7.1-2 環境影響評価項⽬の選定・⾮選定の理由 
環境要素 
の区分 細区分 環境影響評価項⽬の選定・⾮選定の理由 

⼤気質 
窒素酸化物 

⼯事中の建設機械の稼働、資材及び機械の運搬に⽤いる⾞両
の運⾏、並びに供⽤後の事業区域内の地下駐⾞場や隔地駐⾞場
を利⽤する事業関連⾞両の運⾏・バスターミナル等の供⽤、地域
冷暖房施設の稼働※に伴い発⽣する排出ガスが事業区域近傍に
おいて影響を及ぼすおそれが考えられるため、環境影響評価項
⽬として選定する。 

粉じん等(SPM) 

騒 ⾳ 騒 ⾳ 
⼯事中の建設機械の稼働、資材及び機械の運搬に⽤いる⾞両

の運⾏、並びに供⽤後の事業区域内の地下駐⾞場や隔地駐⾞場
を利⽤する事業関連⾞両の運⾏・バスターミナル等の供⽤に伴
う騒⾳、振動が事業区域近傍において影響を及ぼすおそれが考
えられるため、環境影響評価項⽬として選定する。 振 動 振 動 

⾵ 害 ⾵ 害 
供⽤後の⼯作物(計画建築物)の存在により、事業区域周辺の

⾵環境に影響を及ぼすおそれが考えられるため、環境影響評価
項⽬として選定する。 

⽔ 質 
(底質及び 

地下⽔を含む) 

⽔の汚れ ⼯事中及び供⽤後において、⽔の汚れを引き起こすおそれは
ないため、選定しない。 

⽔の濁り 
⼯事中の事業区域からの⼯事関連の排⽔を近傍の河川(創成

川)に排⽔する可能性があり、排⽔先の河川に影響を及ぼすおそ
れが考えられるため、環境影響評価項⽬として選定する。 

地形 
及び地質 

重要な地形 
及び地質 

影響想定地域には、重要な地形・地質は存在しないため、選定
しない。 

地盤沈下 地盤沈下 

⼯事中の⼯作物(地下躯体)の設置のための地下掘削に伴う地
下⽔の揚⽔を⾏う可能性があること、並びに供⽤後の地域冷暖
房施設や計画建築物において地下⽔の利⽤を想定することか
ら、地盤に影響を及ぼすおそれが考えられるため、環境影響評価
項⽬として選定する。 

⽇照阻害 ⽇照阻害 
供⽤後の⼯作物(計画建築物)の存在により、事業区域周辺に

⽇照阻害の影響を及ぼすおそれが考えられるため、環境影響評
価項⽬として選定する。 

電波障害 電波障害 
供⽤後の⼯作物(計画建築物)の存在により、事業区域周辺に

電波障害の影響を及ぼすおそれが考えられるため、環境影響評
価項⽬として選定する。 

植 物 重要な植物種及び 
群落とその⽣育地 

供⽤後の⼯作物(計画建築物)の存在により、事業区域周辺の
植物、動物、⽣態系(創成川周辺)に影響を及ぼすおそれが考えら
れるため、環境影響評価項⽬として選定する。 動 物 重要な動物種及び 

注⽬すべき⽣息地 
⽣態系 地域を特徴 

づける⽣態系 

景 観 
主要な眺望点及び 
景観資源並びに 
主要な眺望景観 

供⽤後の⼯作物(計画建築物)の存在により、事業区域周辺の
景観に影響を及ぼすおそれが考えられるため、環境影響評価項
⽬として選定する。 

⼈と⾃然と 
の触れ合い 
の活動の場 

主要な⼈と⾃然 
との触れ合いの 

活動の場 

供⽤後の⼯作物(計画建築物)の存在により、事業区域周辺の
⼈と⾃然との触れ合いの活動の場(創成川公園)に影響を及ぼす
おそれが考えられるため、環境影響評価項⽬として選定する。 

廃棄物等 廃棄物及び副産物 
⼯事中の⼯作物の設置及び供⽤後の事業活動により、建設⼯

事に伴う廃棄物等及び事業活動に伴い発⽣する廃棄物等の排出
が、事業区域周辺の環境に影響を及ぼすおそれが考えられるた
め、環境影響評価項⽬として選定する。 

温室効果 
ガス ⼆酸化炭素 

供⽤後の事業活動により、計画建築物の供⽤に伴う温室効果
ガスの排出が、事業区域周辺の環境に影響を及ぼすおそれが考
えられるため、環境影響評価項⽬として選定する。 

※：地域冷暖房施設の燃料は都市ガス(13A)を予定しており、粉じん等(SPM)の発⽣は少ないと考えられる
ことから、供⽤後の事業活動に伴う地域冷暖房施設の稼働は、窒素酸化物のみを選定項⽬とする。   
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7.2 調査、予測及び評価の⼿法 

環境影響評価項⽬について、選定事項の特性、対象事業の特性及び関係地域の概況を踏ま
えて、調査、予測及び評価の⼿法を選定した。 

 
7.2.1 ⼤気質 

本事業の実施に伴う⼤気質に係る調査、予測及び評価の⼿法は表7.2.1-1〜3に、選定理
由は表7.2.1-4に⽰すとおりである。 

 
表7.2.1-1 環境影響評価項⽬に係る調査⼿法(⼤気質) 

調査内容 調査⽅法 調査地域・調査地点 調査期間及び時期 
(1) ⼤気質の状況    
ア．⼆酸化窒素 調査資料(札幌市ホ

ームページ「⼤気汚染
物質の常時監視と測定
結果」等)を収集・整理・
解析する⽅法とする。 

調査地点は、札幌市
が 設 置 す る 常 時 監 視
測 定 局 (地 点 a〜 d)と
する(図7.2.1-1(1) 参
照)。 

調査期間は、平成27年
度〜令和元年度(５年間)
とする。 

イ．浮遊粒⼦状物質 調査資料(札幌市ホ
ームページ「⼤気汚染
物質の常時監視と測定
結果」等)を収集・整理・
解析する⽅法とする。 

調査地点は、札幌市
が 設 置 す る 常 時 監 視
測 定 局 (地 点 a〜 d)と
する(図7.2.1-1(1) 参
照)。 

調査期間は、平成27年
度〜令和元年度(５年間)
とする。 

(2) ⾃然的・社会的状況 
ア．気象の状況 

   

(ｱ) ⾵向・⾵速 調査資料(気象庁ホ
ームページ「過去の気
象データ・ダウンロー
ド」等)を収集・整理・
解析する⽅法とする。 

調査地点は、札幌管
区気象台(地点W)とす
る ( 図 7.2.1-1(1) 参
照)。 

調査時期は、令和元年
度とする。 

なお、異常年検定の統
計年は過去10年間(平成
21年度〜平成30年度)と
する。 

(ｲ) ⼤気安定度 
 (⽇射量・雲量) 

調査資料(気象庁ホ
ームページ「過去の気
象データ・ダウンロー
ド」等)を収集・整理・
解析する⽅法とする。 

調査地点は、札幌管
区気象台(地点W)とす
る ( 図 7.2.1-1(1) 参
照)。 

調査時期は、令和元年
度とする。 

イ．規制等の状況    
(ｱ) ⼤ 気 汚 染 に 係 る 環

境基準 
調査資料(「環境基本

法」)を収集・整理する
⽅法とする。 

 
− 

 
− 

(ｲ) 周辺の⼟地利⽤ 調査資料(「平成30年
度札幌市都市計画基礎
調査」等)を収集・整理・
解析する⽅法とする。 

調査地域は、事業区
域周辺とする。 

調査時期は、現況とす
る。 

(ｳ) ⾃ 動 ⾞ 交 通 量 の 状
況 

現地調査による⽅法
(数取計で⾞種別・⽅向
別⾃動⾞台数を記録す
る⽅法)とする。 

なお、T15は既存資
料調査とする。 

調査地点は、⼯事中
及 び 供 ⽤ 後 の ⾞ 両 が
⾛ ⾏ す る 可 能 性 が あ
る経路上の15地点(地
点 T1 〜 T15) と す る
(図7.2.1-1(2) 参照)。 

調 査 地 域 の 特 性 を 考
慮し、⾃動⾞交通量が通
常 的 で あ る 平 ⽇ 及 び 休
⽇ の各 １ ⽇ 24時間 連 続
とする。 
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図7.2.1-1(1) ⼤気質に係る調査地点  
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図7.2.1-1(2) ⼤気質に係る調査地点及び予測地点  
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表7.2.1-2(1) 環境影響評価項⽬に係る予測⼿法(⼤気質) 
予測内容 予測⽅法 予測地域・予測地点 予測時期 

(1) ⼯事の実施    
ア．建設機械の稼働 
・建設機械の稼働によ

り変化する⼤気汚染
物質の濃度 

⼤気拡散式（プルー
ムモデル、パフモデル）
を⽤いた定量的な⽅法
とする。 

予測は、⼯事計画に
基づき、建設機械の種
類等を設定して汚染物
質排出量を求め、拡散
計算により年平均値を
算 出 す る ⼿ 順 と す る
(図7.2.1-2参照)。 

予測地域・予測地点
は、対象事業の実施に
より⼤気質が影響を受
けるおそれのある地域
とし、最⼤着地濃度が
出現する地点を含む範
囲とする。 

⼯事の実施による影
響が最⼤になる時期と
し、建設機械の稼働に
伴う⼤気汚染物質排出
量 が 最 ⼤ と な る 時 点
(１年間)とする。 

イ．資材及び機械の運
搬に⽤いる⾞両の
運⾏ 

・⼯事⽤⾞両の運⾏に
より変化する⼤気汚
染物質の濃度 

⼤気拡散式（プルー
ムモデル、パフモデル）
を⽤いた定量的な⽅法
とする。 

予測は、⼯事⽤⾞両
を加味した将来交通量
を設定して汚染物質排
出量を求め、拡散計算
により年平均値を算出
す る ⼿ 順 と す る ( 図
7.2.1-3参照)。 

予測地域・予測地点
は、対象事業の実施に
より⼤気質が影響を受
けるおそれのある地域
とし、⼯事⽤⾞両の主
な⾛⾏ルート上の地点
と す る ( ⾃ 動 ⾞ 交 通 量
の 現 地 調 査 地 点 の う
ち、T1〜T11及びT15の
12 地 点  ( 図 7.2.1-1(2) 
参照))。 

⼯事の実施による影
響が最⼤になる時期と
し、⼯事⽤⾞両(⼤型⾞)
の⾛⾏台数が最⼤とな
る時点とする。 

(2) ⼟地⼜は⼯作物の
存在及び供⽤ 

   

ア．事業活動 
・地下駐⾞場の供⽤に

より変化する⼤気汚
染物質の濃度 

・地域冷暖房施設の稼
働により変化する⼤
気汚染物質の濃度 

・地下駐⾞場の供⽤及
び地域冷暖房施設の
稼働により変化する
⼤気汚染物質の濃度 

⼤気拡散式（プルー
ムモデル、パフモデル）
を⽤いた定量的な⽅法
とする。 

予測は、事業計画に
基づき、地下駐⾞場及
び地域冷暖房施設の諸
元から汚染物質排出量
を設定し、拡散計算に
より年平均値を算出す
る⼿順とする(図7.2.1-
4及び5参照)。 

予測地域・予測地点
は、対象事業の実施に
より⼤気質が影響を受
けるおそれのある地域
とし、最⼤着地濃度が
出現する地点を含む範
囲とする。 

供⽤開始後事業活動
が定常状態に達した時
期とする。 
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表7.2.1-2(2) 環境影響評価項⽬に係る予測⼿法(⼤気質) 
予測内容 予測⽅法 予測地域・予測地点 予測時期 

イ．資材等の搬出⼊ 
・供⽤後の資材等の搬

出⼊⾞両及び来場者
関係⾞両の運⾏によ
り変化する⼤気汚染
物質の濃度 

⼤気拡散式（プルー
ムモデル、パフモデル）
を⽤いた定量的な⽅法
とする。 

予測は、供⽤後の事
業区域内の駐⾞場や隔
地駐⾞場を利⽤する事
業関連⾞両の運⾏のほ
か、バスターミナル等
の供⽤などを加味した
将 来 交 通 量 を 設 定 し
て、汚染物質排出量を
求め、拡散計算により
年平均値を算出する⼿
順 と す る ( 図 7.2.1-3 参
照)。 

予測地域・予測地点
は、対象事業の実施に
より⼤気質が影響を受
けるおそれのある地域
とし、供⽤後の⾞両の
主な⾛⾏ルート上の地
点 と す る ( ⾃ 動 ⾞ 交 通
量の現地調査地点のう
ち、T1〜T15の15地点
(図7.2.1-1(2) 参照))。 

供⽤開始後事業活動
が定常状態に達した時
期とする。 

  
表7.2.1-3(1) 環境影響評価項⽬に係る評価⼿法(⼤気質) 

評価⼿法 
⼤気汚染に係る環境基準(表7.2.1-3(2) 参照)との⽐較及び環境影響の程度を予測し、事業計画の

中で実⾏可能な範囲内で、できる限り回避され、⼜は低減されており、必要に応じその他の⽅法に
より環境の保全についての配慮が適正に⾏われているかどうかを評価する⽅法とする。 

 
表7.2.1-3(2) ⼤気汚染に係る環境基準 

項 ⽬ 環境基準 

⼆酸化窒素 １時間値の１⽇平均値が0.04ppmから0.06ppmまでのゾーン内⼜はそ
れ以下であること。 

浮遊粒⼦状物質 １時間値の１⽇平均値が0.10mg/m3以下であり、かつ、１時間値が
0.20mg/m3以下であること。 

出典: 「⼆酸化窒素に係る環境基準について」(昭和53年７⽉11⽇ 環告38) 
  「⼤気の汚染に係る環境基準について」(昭和48年５⽉８⽇ 環告25) 

 
表7.2.1-4 調査、予測及び評価の⼿法の選定理由(⼤気質) 

項 ⽬ 選定理由 

調査⼿法 

⼯事中の建設機械の稼働、資材及び機械の運搬に⽤いる⾞両の運⾏、並びに供⽤
後の事業活動に伴う地下駐⾞場の供⽤及び熱源施設の稼働、資材等の搬出⼊⾞両及
び来場者関係⾞両の運⾏に伴い発⽣する排出ガスが事業区域近傍において影響を及
ぼすおそれが考えられるため、表7.2.1-1に⽰した調査内容に係る現況把握が必要で
ある。 

予測⼿法 表7.2.1-2に⽰した予測⽅法は、⼤気汚染に係る環境基準との⽐較及び環境影響の
程度を適切に予測することができる。 

評価⼿法 ⼤気汚染に係る環境基準との⽐較及び環境影響の程度を予測するのみでなく、環
境への影響をできる限り低減させることを考慮しているか否かの評価ができる。 
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【参 考】 
(1) ⼯事の実施 
ア. 建設機械の稼働により変化する⼤気汚染物質の濃度 

・予測⼿順 
建設機械の稼働により変化する⼤気汚染物質の濃度の予測⼿順は、図7.2.1-2に⽰すと

おりである。 
予測は、表7.2.1-2に⽰したとおり、⼯事計画に基づき建設機械の種類等を設定し、排

出係数等をもとに汚染物質排出量を求め、気象条件等を踏まえて拡散計算を⾏い、年平
均値を算出する。また、⽇平均値換算式を⽤いて、年平均値を⽇平均値に換算する。 

 

 
図7.2.1-2 ⼤気汚染物質の濃度の予測⼿順(建設機械の稼働)  
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・予測式 
予測は、「窒素酸化物総量規制マニュアル(新版)」(平成12年12⽉ 公害研究対策センタ

ー)等に基づき、有⾵時(⾵速1.0m/s以上)にはプルーム式、弱⾵時(⾵速0.5m/s以上、
0.9m/s以下)には弱⾵パフ式、無⾵時(⾵速0.4m/s以下)には無⾵パフ式を⽤いた点煙源拡
散式とする。 

年平均濃度は、予測計算より求めた１時間濃度を、次に⽰す計算式により重合(重ね合
わせ)計算し求める。 

 

C = ෍ ෍ ෍ C1(Di,Vj,ak)·f1(Di,Vj,ak)
ijk

+ ෍ C2(ak)·f2(ak)
k

 

 
C ：重合濃度 

C1(Di,Vj,ak) ：⾵向Di、⾵速Vj、⼤気安定度akにおける計算濃度（有⾵時、弱⾵時） 
f1(Di,Vj,ak) ：⾵向Di、⾵速Vj、⼤気安定度akの出現頻度（有⾵時、弱⾵時） 

C2(ak) ：⼤気安定度akにおける計算濃度（無⾵時） 
f2(ak) ：⼤気安定度akの出現頻度（無⾵時） 

 
表7.2.1-5 拡散式 

区 分 拡散式 

プルーム式 
（U≧1.0m/s） 

 
CሺR,Zሻ= Q

√2π· π8 ·R·σZ·u
· ൥exp ൝െ

1
2 ቆ Z െ He

σZ
 ቇ

2
ൡ +exp ൝െ

1
2 ቆ Z+He

σZ
 ቇ

2
ൡ൩ 

 
弱⾵パフ式 

(0.9≧U≧0.5m/s) 

 

CሺR,Zሻ= Q
√2π· π8 ·γ

· ቎
1

η
-

exp ቐെ
u2ሺZ െ Heሻ2

2γ2η
-

ቑ + 1
η

+

exp ቐെ
u2ሺZ+Heሻ2

2γ2η
+

ቑ቏ 
 

無⾵パフ式 
（U≦0.4m/s) 

 

CሺR,Zሻ= Q
ሺ2πሻ

3
2ൗ ·γ

· ቌ 1
η

-

 + 1
η

+

 ቍ 
 

記号説明 

C 
X 
Y 
Z 
R 
He 

σz 

u 

η- 

η+ 

α 
γ 
Q 

：濃度（ppmまたはmg/m3） 
：⾵下距離（ｍ） 
：Xに直⾓な⽔平距離（ｍ） 
：Xに直⾓な鉛直距離（ｍ） 
：R2 ＝X2 ＋Y2（ｍ） 
：有効煙突⾼（ｍ） 
：Z⽅向の拡散幅（ｍ） 
：⾵速（m/s） 

η
ି
=R2+ α2

γ2 ሺZ െ Heሻ2 

η
ା
=R2+ α2

γ2 ሺZ + Heሻ2 
 
：⽔平⽅向の拡散パラメータ 
：鉛直⽅向の拡散パラメータ 
：汚染物質排出量（mL/sまたはmg/s） 

出典：「窒素酸化物総量規制マニュアル（新版）」（平成12年12⽉ 公害研究対策センター） 
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イ. ⼯事⽤⾞両の運⾏により変化する⼤気汚染物質の濃度 
・予測⼿順 

⼯事⽤⾞両の運⾏により変化する⼤気汚染物質の濃度の予測⼿順は、図7.2.1-3に⽰す
とおりである。 

予測は、表7.2.1-2に⽰したとおり、⼯事⽤⾞両を加味した将来交通量を設定して排出
係数をもとに汚染物質排出量を求め、気象条件等を踏まえて拡散計算を⾏い、年平均値
を算出する。また、⽇平均値換算式を⽤いて、年平均値を⽇平均値に換算する。 

 

 
図7.2.1-3 ⼤気汚染物質の濃度の予測⼿順(⼯事⽤⾞両の運⾏) 

注）供⽤後の現況交通量等については、バスターミナル整備に伴うバス路線を可能な範囲で把握しバス交通量
を反映させるとともに、周辺開発に伴う開発交通量についても可能な範囲で反映させるものとする。 
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・予測式 
予測は、「道路環境影響評価の技術⼿法(平成24年度版)」(平成25年３⽉ 国⼟交通省 

国⼟技術政策総合研究所、独⽴⾏政法⼈⼟⽊研究所)に基づき、有⾵時(⾵速１m/sを超え
る場合)にはプルーム式、弱⾵時(⾵速１m/s以下の場合)にはパフ式を⽤いた点煙源拡散
式とする。 

年平均濃度は、有⾵時の⾵向別基準濃度及び弱⾵時の昼夜別基準濃度、時間帯別平均
排出量、時間帯別気象条件を⽤いて､予測点の時間帯別平均濃度を求め、これを24時間平
均して算出する。  

Ca= ∑ Cat
24
t=1
24  

Cat ൌ ൥෍ሼሺRws Uwts⁄ ሻ×fwtsሽ+Rcdn ൈ fct

ଵ଺

sୀଵ

൩ ൈ Qt 

 
Ca ：年平均濃度(ppmまたはmg/m3) 
Cat ：時刻ｔにおける年平均濃度(ppmまたはmg/m3) 
Rws ：プルーム式により求められた⾵向別基準濃度(m-1) 
Rcdn ：パフ式により求められた昼夜別基準濃度(s/m2) 
fwts ：年平均時間別⾵向出現割合 
Uwts ：年平均時間別⾵向別平均⾵速(m/s) 
fct ：年平均時間別弱⾵時出現割合 
Qt ：年平均時間別平均排出量(mL/s･mまたはmg/s･m) 

注) sは⾵向(16⽅位)、tは時間、d及びnは昼夜の別、wは有⾵時、cは弱⾵時を表す。     
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表7.2.1-6 拡散式 
区 分 拡散式 

プルーム式 
 

有⾵時 
 

（U>1.0m/s） 

 

Cሺx,y,zሻ= Q
2π·U·σy·σz

·exp ቆ- y2

2σy2
ቇ · ൥exp ൝-

ሺz+Hሻ

2σz2

2
ൡ +exp ൝-

ሺz-Hሻ

2σz2

2
ൡ൩ 

 
ここで、 

x ≧W/2の場合 
σy ＝W/2＋0.46・L0.81 
σz ＝ 1.5＋0.31・L0.83 

x ＜W/2の場合 
σy ＝W/2 
σz ＝ 1.5 

 

パフ式 
 

弱⾵時 
 

(U≦1.0m/s) 

 

Cሺx,y,zሻ= Q
ሺ2πሻ

3
2ൗ ·α2·γ

·

⎣
⎢
⎢
⎢
⎡1-exp ቆെ

l
 t0

2 
ቇ

2l +
1-exp ቆെ

m
t0
2ቇ

2m
⎦
⎥
⎥
⎥
⎤

 

 
ここで、 

l  = 1
2 ቈ

x2+y2

α2 +
ሺz-Hሻ2

γ2 ቉ 
 
m= 

1
2 ቈ

x2+y2

α2 +
ሺz+Hሻ2

γ2 ቉ 
 
t0 = W

2α 
 

記号説明 

C(x,y,z) 
Q 
U 
H 
x 
y 
z 

σy 

σz 
L 

W 

t0 
α, γ 

：(x,y,z)地点における濃度(ppmまたはmg/m3) 
：点煙源の排出量(mL/sまたはmg/s) 
：平均⾵速(ｍ/s) 
：排出源の⾼さ(ｍ) 
：⾵向に沿った⾵下距離(ｍ) 
：x軸に直⾓な⽔平距離(ｍ) 
：x軸に直⾓な鉛直距離(ｍ) 
：⽔平(y)⽅向の拡散幅(m) 
：鉛直(z)⽅向の拡散幅(ｍ) 
：⾞道部端からの距離(m) L=x−W/2 
：⾞道部幅員(m) 
：初期拡散幅に相当する時間(s) 
：拡散幅に関する係数 
 α=0.3 γ=0.18（昼間）, 0.09（夜間） 

出典：「道路環境影響評価の技術⼿法(平成24年度版)」 
（平成25年３⽉ 国⼟交通省 国⼟技術政策総合研究所、独⽴⾏政法⼈⼟⽊研究所）   
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(2) ⼟地⼜は⼯作物の存在及び供⽤ 
ア. 地下駐⾞場の供⽤により変化する⼤気汚染物質の濃度 

・予測⼿順 
地下駐⾞場の供⽤により変化する⼤気汚染物質の濃度の予測⼿順は、図7.2.1-4に⽰す

とおりである。 
予測は、表7.2.1-2に⽰したとおり、事業計画に基づく地下駐⾞場から排出される汚染

物質排出量を設定し、気象条件等を踏まえて拡散計算を⾏い、年平均値を算出する。ま
た、⽇平均値換算式を⽤いて、年平均値を⽇平均値に換算する。 

            
図7.2.1-4 ⼤気汚染物質の濃度の予測⼿順(地下駐⾞場の供⽤) 

 
・予測式 

予測は、「建設機械の稼働により変化する⼤気汚染物質の濃度」と同様とする。 
 

イ. 地域冷暖房施設の稼働により変化する⼤気汚染物質の濃度 
・予測⼿順 

地域冷暖房施設の稼働により変化する⼤気汚染物質の濃度の予測⼿順は、図7.2.1-5に
⽰すとおりである。 

予測は、表7.2.1-2に⽰したとおり、事業計画に基づく地域冷暖房施設の諸元から汚染
物質排出量を設定し、気象条件等を踏まえて拡散計算を⾏い、年平均値を算出する。ま
た、⽇平均値換算式を⽤いて、年平均値を⽇平均値に換算する。  
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図7.2.1-5 ⼤気汚染物質の濃度の予測⼿順(地域冷暖房施設の稼働) 

 
・予測式 

予測は、「建設機械の稼働により変化する⼤気汚染物質の濃度」と同様とする。 
 

ウ. 地下駐⾞場の供⽤及び地域冷暖房施設の稼働により変化する⼤気汚染物質の濃度 
・予測⼿順 

地下駐⾞場の供⽤及び地域冷暖房施設の稼働により変化する⼤気汚染物質の濃度の
予測は、地下駐⾞場の供⽤及び地域冷暖房施設の稼働により変化する⼤気汚染物質の濃
度（⼆酸化窒素）の予測結果を合成して年平均値を算出する。また、⽇平均値換算式を
⽤いて、年平均値を⽇平均値に換算する。 

 
エ. 供⽤後の事業関連⾞両の運⾏により変化する⼤気汚染物質の濃度 

・予測⼿順、予測式 
供⽤後の事業関連⾞両の運⾏により変化する⼤気汚染物質の濃度の予測⼿順及び予

測式は、「⼯事⽤⾞両の運⾏により変化する⼤気汚染物質の濃度」と同様とする。 
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7.2.2 騒 ⾳ 
本事業の実施に伴う騒⾳に係る調査、予測及び評価の⼿法は表7.2.2-1〜3に、選定理由

は表7.2.2-4に⽰すとおりである。 
 

表7.2.2-1 環境影響評価項⽬に係る調査⼿法(騒⾳) 
調査内容 調査⽅法 調査地域・調査地点 調査期間及び時期 

(1) 騒⾳の状況    
ア．環境騒⾳ 現地調査による⽅法

(「騒⾳に係る環境基準
に つ い て 」 及 び 「 JIS 
Z8731 環 境 騒 ⾳ の 表
⽰・測定⽅法」に定め
る測定⽅法)とし、地上
1.2ｍの等価騒⾳レベ
ル(LAeq)及び時間率騒
⾳レベル(LX)を測定す
る⽅法とする。 

調査地点は、事業区
域内の１地点(地点A)
と す る ( 図 7.2.2-1 参
照)。 

調査地域の特性を考
慮し、適切かつ効果的
に騒⾳の状況を把握で
きる通常的である平⽇
及び休⽇の各１⽇24時
間連続とする。 

イ．⾃動⾞騒⾳ 現地調査による⽅法
(「騒⾳に係る環境基準
に つ い て 」 及 び 「 JIS 
Z8731 環 境 騒 ⾳ の 表
⽰・測定⽅法」に定め
る測定⽅法)とし、地上
1.2ｍの等価騒⾳レベ
ル(LAeq)及び時間率騒
⾳レベル(LX)を測定す
る⽅法とする。 

なお、T15は既存資
料調査とする。 

調査地点は、⼯事中
及び供⽤後の⾞両が⾛
⾏する可能性がある経
路上の15地点(地点T1
〜T15)とする(図7.2.2-
1 参照)。 

調査地域の特性を考
慮し、適切かつ効果的
に騒⾳の状況を把握で
きる⾃動⾞交通量が通
常的である平⽇及び休
⽇の各１⽇24時間連続
とする。 

(2) ⾃然的・社会的状況 
ア．規制等の状況 

   

(ｱ) 騒 ⾳ に 係 る 環 境 基
準、規制基準 

調査資料(「環境基本
法」、「騒⾳規制法」)を
収集・整理する⽅法と
する。 

調査地域は、事業区
域周辺とする。 

− 

(ｲ) 周辺の⼟地利⽤ 調査資料(「平成30年
度札幌市都市計画基礎
調査」等)を収集・整理・
解析する⽅法とする。 

調査地域は、事業区
域周辺とする。 

調査時期は、現況と
する。 

(ｳ) ⾃ 動 ⾞ 交 通 量 の 状
況 

現地調査による⽅法
(数取計で⾞種別・⽅向
別⾃動⾞台数を記録す
る⽅法)とする。 

なお、T15は既存資
料調査とする。 

調査地点は、⼯事中
及び供⽤後の⾞両が⾛
⾏する可能性がある経
路上の15地点(地点T1
〜T15)とする(図7.2.2-
1 参照)。 

調査地域の特性を考
慮し、⾃動⾞交通量が
通常的である平⽇及び
休⽇の各１⽇24時間連
続とする。 
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図7.2.2-1 騒⾳、振動に係る調査地点及び予測地点  
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表7.2.2-2 環境影響評価項⽬に係る予測⼿法(騒⾳) 
予測内容 予測⽅法 予測地域・予測地点 予測時期 

(1) ⼯事の実施    
ア．建設機械の稼働 
・建設機械の稼働に伴

う騒⾳レベル 

伝搬理論式を⽤いて
騒⾳レベル「90%レン
ジの上端値(LA5)」を予
測する定量的な⽅法と
する。 

予測は、⼯事計画に
基づき、建設機械の種
類等を設定し、建設機
械毎の騒⾳パワーレベ
ル等を加味して、伝搬
理論式により予測レベ
ル(LA5)を算出する⼿順
と す る ( 図 7.2.2-2 参
照)。 

予測地域・予測地点
は、対象事業の実施に
伴い発⽣する騒⾳によ
り環境影響を受けるお
それがある地域とし、
最⼤騒⾳レベルが出現
する地点を含む事業区
域 の 敷 地 境 界 か ら 、
200m 程 度 の 範 囲 と す
る。 

⼯事中の代表的な時
期とし、解体⼯事及び
新築⼯事において、そ
れぞれ建設機械の稼働
に伴う影響が最⼤とな
る時点※とする。 
 
※：使⽤する建設機械の

発⽣パワーレベルの
合成値が最⼤となる
時点を考慮して設定
する。 

イ．資材及び機械の運
搬に⽤いる⾞両の
運⾏ 

・⼯事⽤⾞両の運⾏に
伴う騒⾳レベル 

⽇本⾳響学会式(ASJ 
RTN-Model2018) を ⽤
い て 等 価 騒 ⾳ レ ベ ル
(LAeq) を 予 測 す る 定 量
的な⽅法とする。 

予測は、⼯事⽤⾞両
を加味した将来交通量
を設定し、⾞種別の騒
⾳パワーレベル等を踏
まえ、伝搬理論式によ
り 予 測 レ ベ ル (LAeq) を
算 出 す る ⼿ 順 と す る
(図7.2.2-3参照)。 

予測地域・予測地点
は、対象事業の実施に
伴い発⽣する騒⾳によ
り環境影響を受けるお
それがある地域とし、
⼯事⽤⾞両の主な⾛⾏
ルート上の地点とする 
(⾃ 動 ⾞ 交 通 量 の 現 地
調査地点のうち、T1〜
T11及 び T15の 12地 点
(図7.2.2-1 参照))。 

⼯事中の代表的な時
期とし、⼯事⽤⾞両(⼤
型 ⾞ )の ⾛ ⾏ 台 数 が 最
⼤となる時点とする。 

(2) ⼟地⼜は⼯作物の
存在及び供⽤ 

   

ア．資材等の搬出⼊ 
・供⽤後の資材等の搬

出⼊⾞両及び来場者
関係⾞両の運⾏に伴
う騒⾳レベル 

⽇本⾳響学会式(ASJ 
RTN-Model2018) を ⽤
い て 等 価 騒 ⾳ レ ベ ル
(LAeq) を 予 測 す る 定 量
的な⽅法とする。 

予測は、供⽤後の事
業区域内の駐⾞場や隔
地駐⾞場を利⽤する事
業関連⾞両の運⾏のほ
か、バスターミナル等
の供⽤などを加味した
将 来 交 通 量 を 設 定 し
て、⾞種別の騒⾳パワ
ーレベル等を踏まえ、
伝搬理論式により予測
レ ベ ル (LAeq) を 算 出 す
る⼿順とする(図7.2.2-
3 参照)。 

予測地域・予測地点
は、対象事業の実施に
伴い発⽣する騒⾳によ
り環境影響を受けるお
それがある地域とし、
供⽤後の⾞両の主な⾛
⾏ルート上の地点とす
る (⾃ 動 ⾞ 交 通 量 の 現
地調査地点のうちT1〜
T15の15地点(図7.2.2-
1 参照))。 

供⽤開始後事業活動
が定常状態に達した時
期とする。 
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表7.2.2-3(1) 環境影響評価項⽬に係る評価⼿法(騒⾳) 
評価⼿法 

騒⾳に係る基準(表7.2.2-3(2),(3) 参照)との⽐較及び環境影響の程度を予測し、事業計画の中で
実⾏可能な範囲内で、できる限り回避され、⼜は低減されており、必要に応じその他の⽅法により
環境の保全についての配慮が適正に⾏われているかどうかを評価する⽅法とする。 

 
表7.2.2-3(2) 騒⾳に係る基準(建設機械の稼働) 

 規制基準 作業ができる 
時間 

１⽇の 
作業時間 

同⼀場所に 
おける作業期間 

⽇曜・休⽇ 
の作業 

「特定建設作業に伴
って発⽣する騒⾳の
規制に関する基準」

に定める基準※ 

85dB以下 ６〜22時 14時間を 
超えないこと 

連続して６⽇を 
超えないこと ⾏わないこと 

※：２号区域(近隣商業地域、商業地域、準⼯業地域、⼯業地域)に係る基準 
注）事業区域周辺は商業地域であることから、２号区域の規制基準が適⽤される。 
出典：「令和２年度版 札幌市環境⽩書」(札幌市) 

 
表7.2.2-3(3) 騒⾳に係る基準(⼯事中及び供⽤後の⾞両の運⾏) 

 昼間(６時〜22時) 夜間(22時〜６時) 
「騒⾳に係る環境基準に 
ついて」に定める基準※ 

65dB以下 
(70dB以下) 

60dB以下 
(65dB以下) 

※：C類型(近隣商業地域、商業地域、準⼯業地域、⼯業地域)の「⾞線を有する道路に⾯する地域」に係る基
準 

注）事業区域周辺は商業地域であることから、C類型の規制基準が適⽤される。 
  (  )内は「幹線交通を担う道路に近接する空間」に適⽤される基準である。 
出典：「令和２年度版 札幌市環境⽩書」(札幌市) 

 
表7.2.2-4 調査、予測及び評価の⼿法の選定理由(騒⾳) 

項 ⽬ 選定理由 

調査⼿法 

⼯事中の建設機械の稼働、資材及び機械の運搬に⽤いる⾞両の運⾏、並びに供⽤
後の資材等の搬出⼊⾞両及び来場者関係⾞両の運⾏に伴う騒⾳が事業区域近傍にお
いて影響を及ぼすおそれが考えられるため、表7.2.2-1に⽰した調査内容に係る現況
把握が必要である。 

予測⼿法 
表7.2.2-2に⽰した予測⽅法は、騒⾳に係る基準との⽐較及び環境影響の程度を適

切に予測することができる。 

評価⼿法 
騒⾳に係る基準との⽐較及び環境影響の程度を予測するのみでなく、環境への影

響をできる限り低減させることを考慮しているか否かの評価ができる。 
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【参 考】 
(1) ⼯事の実施 
ア. 建設機械の稼働に伴う騒⾳レベル 

・予測⼿順 
建設機械の稼働に伴う騒⾳レベルの予測⼿順は、図7.2.2-2に⽰すとおりである。 
予測は、表7.2.2-2に⽰したとおり、⼯事計画に基づき建設機械の種類等を設定し、建

設機械毎の騒⾳パワーレベル等を加味して、伝搬理論式により予測レベル(LA5)を算出す
る。 

 

 
図7.2.2-2 騒⾳レベルの予測⼿順(建設機械の稼働) 
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・予測式 
予測は、「建設⼯事に伴う騒⾳振動対策ハンドブック第３版」(平成13年２⽉ 社団法⼈

⽇本建設機械化協会)等による、個々の騒⾳発⽣源(建設機械)からの受⾳点における騒⾳
レベルを距離減衰式を⽤いて求め、それらを騒⾳レベル合成式で合成する⽅法とする。 

 
〔距離減衰式〕 

L＝PWL−20・ log10 r −8൅R 

L ：⾳源から r (ｍ)離れた地点の騒⾳レベル(dB) 
PWL ：⾳源のパワーレベル(dB) 

r ：⾳源から受⾳点までの距離(ｍ) 
R ：回折減衰による補正値(dB) 

 
〔回折減衰式(ASJ CN-Model 2007)〕 

〈予測点から⾳源が⾒えない場合〉 

R= ቐ
−10 log10 δ −a     δ≧1

−5−b sinh-1 ൬δ
 c

൰   0≦δ<1
 

 
〈予測点から⾳源が⾒える場合〉 

R= ቐ
−5+b sinh-1 ൬δ

 c
൰   0<δ≦d

0        d<δ 
 

δ ：⾏路差 (m) 
a,b,c,d ：定数 

 
〔騒⾳レベル合成式〕 

LA5=10 log10 ቆ10
L1
10+10

L2
10+⋯⋯＋10

Ln
10ቇ 

LA5 ：合成騒⾳レベル(dB) 
Ln ：各建設機械からの騒⾳レベル(dB) 

 
  

表. 回折減衰量の計算式中の定数の値 

図. 回折減衰量の計算チャート 

R 
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イ. ⼯事⽤⾞両の運⾏に伴う騒⾳レベル 
・予測⼿順 

⼯事⽤⾞両の運⾏に伴う騒⾳レベルの予測⼿順は、図7.2.2-3に⽰すとおりである。 
予測は、表7.2.2-2に⽰したとおり、⼯事⽤⾞両を加味した将来交通量を求め、道路条

件等を考慮して⾳源位置等を設定し、⾞種別の騒⾳パワーレベル等を踏まえ、伝搬理論
式により予測レベル(LAeq)を算出する。 

 
図7.2.2-3 騒⾳レベルの予測⼿順(⼯事⽤⾞両の運⾏) 

注）供⽤後の現況交通量等については、バスターミナル整備に伴うバス路線を可能な範囲で把握しバス交通量
を反映させるとともに、周辺開発に伴う開発交通量についても可能な範囲で反映させるものとする。 

  
・予測式 

予測は、(⼀社)⽇本⾳響学会による道路交通騒⾳の予測モデル(ASJ RTN-Model 2018)
を⽤いる⽅法とする。 

LAeq=LAE+10 log10 ቆ
N

3,600ቇ 

 LAE=10 log10 ෍ 10
LPA , i

10 ・ ቆ
3.6 ∆ri

Vi
ቇ

i
 

 LPA,i=LWA−8−20 log10 ri +∆Ld+∆Lg 
 

LAeq ：⾃動⾞交通騒⾳の等価騒⾳レベル(dB) 
LAE ：単発騒⾳暴露レベル(dB) 
N ：時間交通量(台/時) 

LPA,i ：１台の⾃動⾞が⾛⾏するときのA特性⾳圧レベル(dB) 
Δri ：ｉ番⽬の離散⾳源が代表する区間の⻑さ(m) 
Vi ：⾃動⾞の⾛⾏速度(km/h) 

LWA ：⾃動⾞⾛⾏騒⾳のＡ特性パワーレベル(dB) 
ri ：⾳源ｉから予測地点までの距離(m) 

ΔLd ：回折効果による補正量(dB) 
ΔLg ：地表⾯効果による補正量(dB) 
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(2) ⼟地⼜は⼯作物の存在及び供⽤ 
ア. 供⽤後の事業関連⾞両の運⾏に伴う騒⾳レベル 

・予測⼿順、予測式 
供⽤後の事業関連⾞両の運⾏に伴う騒⾳レベルの予測⼿順及び予測式は、「⼯事⽤⾞

両の運⾏に伴う騒⾳レベル」と同様とする。  
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7.2.3 振 動 
本事業の実施に伴う振動に係る調査、予測及び評価の⼿法は表7.2.3-1〜3に、選定理由

は表7.2.3-4に⽰すとおりである。 
 

表7.2.3-1 環境影響評価項⽬に係る調査⼿法(振動) 
調査内容 調査⽅法 調査地域・調査地点 調査期間及び時期 

(1) 振動の状況    
ア．環境振動 現地調査による⽅法

(「振動規制法施⾏規
則」及び「JIS Z 8735 振
動レベル測定⽅法」に
定める測定⽅法)とし、
地上⾯の時間率振動レ
ベル(LX)を測定する⽅
法とする。 

調査地点は、事業区
域内の１地点(地点A)
と す る ( 図 7.2.2-1 参
照)。 

調査地域の特性を考
慮し、適切かつ効果的
に振動の状況を把握で
きる通常的である平⽇
及び休⽇の各１⽇24時
間連続とする。 

イ．道路交通振動 現地調査による⽅法
(「振動規制法施⾏規
則」及び「JIS Z 8735 振
動レベル測定⽅法」に
定める測定⽅法)とし、
地上⾯の時間率振動レ
ベル(LX)を測定する⽅
法とする。 

なお、T15は既存資
料調査とする。 

調査地点は、⼯事中
及び供⽤後の⾞両が⾛
⾏する可能性がある経
路上の15地点(地点T1
〜T15)とする(図7.2.2-
1 参照)。 

調査地域の特性を考
慮し、適切かつ効果的
に振動の状況を把握で
きる交通量が通常的で
ある平⽇及び休⽇の各
１ ⽇ 24 時 間 連 続 と す
る。 

(2) ⾃然的・社会的状況 
ア．規制等の状況 

   

(ｱ) 振 動 に 係 る 規 制 基
準 

調査資料(「振動規制
法」)を収集・整理する
⽅法とする。 

調査地域は、事業区
域周辺とする。 

− 

(ｲ) 周辺の⼟地利⽤ 調査資料(「平成30年
度札幌市都市計画基礎
調査」等)を収集・整理・
解析する⽅法とする。 

調査地域は、事業区
域周辺とする。 

調査時期は、現況と
する。 

(ｳ) ⾃ 動 ⾞ 交 通 量 の 状
況 

現地調査による⽅法
(数取計で⾞種別・⽅向
別⾃動⾞台数を記録す
る⽅法)とする。 

なお、T15は既存資
料調査とする。 

調査地点は、⼯事中
及び供⽤後の⾞両が⾛
⾏する可能性がある経
路上の15地点(地点T1
〜T15)とする(図7.2.2-
1 参照)。 

調査地域の特性を考
慮し、⾃動⾞交通量が
通常的である平⽇及び
休⽇の各１⽇24時間連
続とする。 

(ｴ) 地盤卓越振動数 現地調査による⽅法
(「道路環境影響評価の
技術⼿法(平成24年度
版)」に⽰された⽅法)
とする。 

なお、T15は既存資
料調査とする。 

調査地点は、⼯事中
及び供⽤後の⾞両が⾛
⾏する可能性がある経
路上の15地点(地点T1
〜T15)とする(図7.2.2-
1 参照)。 

調査地域の特性を考
慮し、適切かつ効果的
に把握できる時期とす
る。 
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表7.2.3-2 環境影響評価項⽬に係る予測⼿法(振動) 
予測内容 予測⽅法 予測地域・予測地点 予測時期 

(1) ⼯事の実施    
ア．建設機械の稼働 
・建設機械の稼働に伴

う振動レベル 

伝搬理論式を⽤いて
振動レベル「80%レン
ジの上端値(L10)」を予
測する定量的な⽅法と
する。 

予測は、⼯事計画に
基づき、建設機械の種
類等を設定し、建設機
械毎の振動発⽣レベル
等を加味して、伝搬理
論式により予測レベル
(L10)を算出する⼿順と
する(図7.2.3-1 参照)。 

予測地域・予測地点
は、対象事業の実施に
伴い発⽣する振動によ
り環境影響を受けるお
それがある地域とし、
最⼤振動レベルが出現
する地点を含む事業区
域 の 敷 地 境 界 か ら 、
100m 程 度 の 範 囲 と す
る。 

⼯事中の代表的な時
期とし、解体⼯事及び
新築⼯事において、そ
れぞれ建設機械の稼働
に伴う影響が最⼤とな
る時点※とする。 
 
※：使⽤する建設機械の

振動発⽣レベルの合
成値が最⼤となる時
点を考慮して設定す
る。 

イ．資材及び機械の運
搬に⽤いる⾞両の
運⾏ 

・⼯事⽤⾞両の運⾏に
伴う振動レベル 

「道路環境影響評価
の 技 術 ⼿法 (平 成24年
度版)」に⽰される計算
式を⽤いて振動レベル
「80%レンジの上端値
(L10)」を予測する定量
的な⽅法とする。 

予測は、⼯事⽤⾞両
を加味した将来交通量
を求め、道路条件等を
考慮して、伝搬理論式
により予測レベル(L10)
を算出する⼿順とする
(図7.2.3-2 参照)。 

予測地域・予測地点
は、対象事業の実施に
伴い発⽣する振動によ
り環境影響を受けるお
それがある地域とし、
⼯事⽤⾞両の主な⾛⾏
ルート上の地点とする
(⾃ 動 ⾞ 交 通 量 の 現 地
調査地点のうち、T1〜
T11及 び T15の 12地 点 
(図7.2.2-1 参照))。 

⼯事中の代表的な時
期とし、⼯事⽤⾞両(⼤
型 ⾞ )の ⾛ ⾏ 台 数 が 最
⼤となる時点とする。 

(2) ⼟地⼜は⼯作物の
存在及び供⽤ 

   

ア．資材等の搬出⼊ 
・供⽤後の資材等の搬

出⼊⾞両及び来場者
関係⾞両の運⾏に伴
う振動レベル 

「道路環境影響評価
の 技 術 ⼿法 (平 成24年
度版)」に⽰される計算
式を⽤いて振動レベル
「80%レンジの上端値
(L10)」を予測する定量
的な⽅法とする。 

予測は、供⽤後の事
業区域内の駐⾞場や隔
地駐⾞場を利⽤する事
業関連⾞両の運⾏のほ
か、バスターミナル等
の供⽤などを加味した
将来交通量を設定し、
道 路 条 件 等 を 考 慮 し
て、伝搬理論式により
予測レベル(L10)を算出
す る ⼿ 順 と す る ( 図
7.2.3-2 参照)。 

予測地域・予測地点
は、対象事業の実施に
伴い発⽣する振動によ
り環境影響を受けるお
それがある地域とし、
供⽤後の⾞両の主な⾛
⾏ルート上の地点とす
る (⾃ 動 ⾞ 交 通 量 の 現
地調査地点のうちT1〜
T15の15地点 (図7.2.2-
1 参照))。 

供⽤開始後事業活動
が定常状態に達した時
期とする。 
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表7.2.3-3(1) 環境影響評価項⽬に係る評価⼿法(振動) 
評価⼿法 

振動に係る基準(表7.2.3-3(2),(3) 参照)との⽐較及び環境影響の程度を予測し、事業計画の中で
実⾏可能な範囲内で、できる限り回避され、⼜は低減されており、必要に応じその他の⽅法により
環境の保全についての配慮が適正に⾏われているかどうかを評価する⽅法とする。 

 
表7.2.3-3(2) 振動に係る基準(建設機械の稼働) 

 規制基準 作業ができる 
時間 

１⽇の 
作業時間 

同⼀場所に 
おける作業期間 

⽇曜・休⽇ 
の作業 

「特定建設作業に伴
って発⽣する振動の
規制に関する基準」

に定める基準※ 

75dB以下 ６〜22時 14時間を 
超えないこと 

連続して６⽇を 
超えないこと ⾏わないこと 

※：２号区域(近隣商業地域、商業地域、準⼯業地域、⼯業地域)に係る基準 
注）事業区域周辺は商業地域であることから、２号区域の規制基準が適⽤される。 
出典：「令和２年度版 札幌市環境⽩書」(札幌市) 

 
表7.2.3-3(3) 振動に係る基準(⼯事中及び供⽤後の⾞両の運⾏) 

 昼間(８時〜19時) 夜間(19時〜８時) 
「道路交通振動に係る要
請限度」に定める基準 

70dB以下 65dB以下 

※：第２種区域(近隣商業地域、商業地域、準⼯業地域、⼯業地域)に係る基準 
注）事業区域周辺は商業地域であることから、第２種区域の規制基準が適⽤される。 
出典：「令和２年度版 札幌市環境⽩書」(札幌市) 

 
表7.2.3-4 調査、予測及び評価の⼿法の選定理由(振動) 

項 ⽬ 選定理由 

調査⼿法 

⼯事中の建設機械の稼働、資材及び機械の運搬に⽤いる⾞両の運⾏、並びに供⽤
後の資材等の搬出⼊⾞両及び来場者関係⾞両の運⾏に伴う振動が事業区域近傍にお
いて影響を及ぼすおそれが考えられるため、表7.2.3-1に⽰した調査内容に係る現況
把握が必要である。 

予測⼿法 
表7.2.3-2に⽰した予測⽅法は、振動に係る基準との⽐較及び環境影響の程度を適

切に予測することができる。 

評価⼿法 
振動に係る基準との⽐較及び環境影響の程度を予測するのみでなく、環境への影

響をできる限り低減させることを考慮しているか否かの評価ができる。 
 
  



- 7-27 - 

【参 考】 
(1) ⼯事の実施 
ア. 建設機械の稼働に伴う振動レベル 

・予測⼿順 
建設機械の稼働に伴う振動レベルの予測⼿順は、図7.2.3-1に⽰すとおりである。 
予測は、表7.2.3-2に⽰したとおり、⼯事計画に基づき建設機械の種類等を設定し、建

設機械毎の振動発⽣レベル等を加味して、伝搬理論式により予測レベル(L10)を算出する。 
 

 
図7.2.3-1 振動レベルの予測⼿順(建設機械の稼働) 

 
・予測式 

予測は、「建設作業振動対策マニュアル」(平成６年４⽉ 社団法⼈⽇本建設機械化協会)
等による、個々の振動発⽣源(建設機械)からの受振点における振動レベルを距離減衰式
を⽤いて求め、それらを振動レベル合成式で合成する⽅法とする。 

 
〔距離減衰式〕 

 VLr =VLr0−20 log10 ൬
  r  
r0

൰
n

−8.68α(r− r0) 

 
VLr ：振動源からr (m)離れた地点での振動レベル(dB) 
VLr0 ：振動源からr0(m)離れた地点での振動レベル(dB) 

r ：振動源から受振点までの距離(m) 
r0 ：振動源から基準点までの距離(m) 
n ：幾何減衰定数 
α ：地盤の減衰定数 

 
〔振動レベル合成式〕 

 VL=10 log10 ቆ10
VL1
10 +10

VL2
10 +⋯⋯＋10

VLn
10 ቇ 

 
VL ：合成振動レベル(dB) 
VLn ：各建設機械からの振動レベル(dB)   
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イ. ⼯事⽤⾞両の運⾏に伴う振動レベル 
・予測⼿順 

⼯事⽤⾞両の運⾏に伴う振動レベルの予測⼿順は、図7.2.3-2に⽰すとおりである。 
予測は、表7.2.3-2に⽰したとおり、⼯事⽤⾞両を加味した将来交通量を求め、道路条

件等を考慮して予測基準点等を設定し、伝搬理論式により予測レベル(L10)を算出する。 

 
図7.2.3-2 振動レベルの予測⼿順(⼯事⽤⾞両の運⾏) 

注）供⽤後の現況交通量等については、バスターミナル整備に伴うバス路線を可能な範囲で把握しバス交通量
を反映させるとともに、周辺開発に伴う開発交通量についても可能な範囲で反映させるものとする。 

 
 

・予測式 
予測は、「道路環境影響評価の技術⼿法(平成24年度版)」(国⼟交通省 国⼟技術政策総

合研究所、独⽴⾏政法⼈⼟⽊研究所)による予測式を⽤いる⽅法とする。 
 

〔道路交通振動予測式〕 
L10=a log10 ቀlog10 Q*ቁ +b log10 V +c log10 M +d+α

σ
+α

f
+α

s
−α

r
 

L10 ：振動レベルの80％レンジの上端値の予測値(dB) 
Q* ：500秒間の１⾞線当り等価交通量（台/500秒/⾞線) 

Q*= 500
3,600 × ൫Q1+13Q2൯

M  
Q1 ：⼩型⾞時間交通量(台/時) 
Q2 ：⼤型⾞時間交通量(台/時) 
V ：平均⾛⾏速度(km/時) 
M ：上下⾞線合計の⾞線数 

ασ ：路⾯の平坦性による補正値(dB) 
αf ：地盤卓越振動数による補正値(dB) 
αs ：道路構造による補正値(dB) 
αr ：距離減衰値(dB) 

a, b, c, d ：定 数 
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(2) ⼟地⼜は⼯作物の存在及び供⽤ 
ア. 供⽤後の事業関連⾞両の運⾏に伴う振動レベル 

・予測⼿順、予測式 
供⽤後の事業関連⾞両の運⾏に伴う振動レベルの予測⼿順及び予測式は、「⼯事⽤⾞

両の運⾏に伴う振動レベル」と同様とする。  
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7.2.4 ⾵ 害 
本事業の実施に伴う⾵害に係る調査、予測及び評価の⼿法は表7.2.4-1〜3に、選定理由

は表7.2.4-4に⽰すとおりである。 
 

表7.2.4-1 環境影響評価項⽬に係る調査⼿法(⾵害) 
調査内容 調査⽅法 調査地域・調査地点 調査期間及び時期 

(1) ⾵向・⾵速の状況    
ア．上空⾵の状況 調査資料(気象庁ホ

ームページ「過去の気
象データ・ダウンロー
ド」等)を収集・整理・
解析する⽅法とする。 

調査地点は、札幌管
区 気 象 台 と す る ( 図
7.2.1-1(1) 参照)。 

調査期間は、平成22
年〜令和元年(10年間)
とする。 

イ．地 表 付 近 の ⾵ の 状
況 

⾵洞実験による⽅法
とする。 

調査地域は、計画建
築物の最⾼⾼さの１〜
２倍程度の範囲を含む
地域とする。 

調査時期は、現況と
する。 

(2) ⾃然的・社会的状況 
ア．規制等の状況 

   

(ｱ) ⾵ の 影 響 に 特 に 配
慮すべき施設 

調査資料(「平成30年
度札幌市都市計画基礎
調査」、「社会福祉施設
等⼀覧」、「さっぽろ⼦
育て情報サイト」等)を
収集・整理・解析する
⽅法とする。 

調査地域は、計画建
築物の最⾼⾼さの１〜
２倍程度の範囲を含む
地域とする。 

調査時期は、現況と
する。 

(ｲ) ⾵ 害 に つ い て 考 慮
すべき建築物 

調査資料(「超⾼層ビ
ルデータベース」等)を
収集・整理・解析する
⽅法とする。 

  

(ｳ) 地形 調査資料(国⼟地理
院「地形図」等)を収集・
整理・解析する⽅法と
する。 

  

(ｴ) 周辺の⼟地利⽤ 調査資料(「平成30年
度札幌市都市計画基礎
調査」等)を収集・整理・
解析する⽅法とする。 
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表7.2.4-2 環境影響評価項⽬に係る予測⼿法(⾵害) 
予測内容 予測⽅法 予測地域・予測地点 予測時期 

(1) ⼟地⼜は⼯作物の
存在及び供⽤ 

   

ア．地形改変後の⼟地
及び⼯作物の存在 

・平均⾵向、平均⾵速
の状況並びにそれら
の変化する地域の範
囲及び変化の程度 

・年間における強⾵の
出現頻度 

事業区域内の計画建
築物等や予測地域の建
物状況等を模型に再現
し、⾵洞装置を⽤いて
上空の⾵向別(16⽅位)
に地上の⾵向、⾵速を
求める⾵洞実験による
⽅法とする。 

各予測地点における
地上２ｍ相当の⾵向別
の平均⾵速を測定して
札幌管区気象台に対す
る⾵速⽐を算出し、⾵
向出現頻度等を加味し
た⾵速の累積頻度から
⾵環境を評価する⼿順
と す る ( 図 7.2.4-1 参
照)。 

予測地域は、対象事
業の実施により⾵害の
影響を受けるおそれの
ある地域とし、計画建
築物の最⾼⾼さの１〜
２倍程度の範囲を含む
範囲とする。 

予測地点は、⾵の影
響に特に配慮すべき施
設等を考慮して設定す
る(図7.2.4-2 参照)。 

計画建築物の建設⼯
事の完了した時期とす
る。 

 
表7.2.4-3(1) 環境影響評価項⽬に係る評価⼿法(⾵害) 

評価⼿法 
⾵環境に係る評価指標(表7.2.4-3(2) 参照)との⽐較及び環境影響の程度を予測し、事業計画の中

で実⾏可能な範囲内で、できる限り回避され、⼜は低減されており、必要に応じその他の⽅法によ
り環境の保全についての配慮が適正に⾏われているかどうかを評価する⽅法とする。 

 
表7.2.4-3(2) ⾵環境に係る評価指標 

領域区分 累積頻度55%の⾵速 
(年平均⾵速相当) 

累積頻度95%の⾵速 
(⽇最⼤平均⾵速 
の年平均相当) 

領域A 住宅地相当 
(住宅地で⾒られる⾵環境) ≦1.2m/s ≦2.9m/s 

領域B 
低中層市街地相当 

(領域Ａと領域Ｃの中間的な 
街区で⾒られる⾵環境) 

≦1.8m/s ≦4.3m/s 

領域C 中⾼層市街地相当 
(オフィス街で⾒られる⾵環境) ≦2.3m/s ≦5.6m/s 

領域D 強⾵地域相当 
(好ましくない⾵環境) >2.3m/s >5.6m/s 

出典: 「ビル⾵の基礎知識」(平成17年12⽉ ⾵⼯学研究所 編著) 
   「市街地の⾵の性状−主に⾵速の累積頻度からの検討−(第９回⾵⼯学シンポジウム論⽂集)」 

(昭和61年12⽉ 中村修、吉⽥正昭他) 
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表7.2.4-4 調査⼿法・予測⼿法・評価⼿法の選定理由(⾵害) 
項 ⽬ 選定理由 

調査⼿法 計画建築物の存在により、事業区域周辺の⾵環境に影響を及ぼすおそれが考えられ
るため、表7.2.4-1に⽰した調査内容に係る現況把握が必要である。 

予測⼿法 表7.2.4-2に⽰した予測⽅法は、⾵環境評価基準との⽐較及び環境影響の程度を適切
に予測することができる。 

評価⼿法 ⾵環境に係る評価基準との⽐較及び環境影響の程度を予測するのみでなく、環境へ
の影響をできる限り低減させることを考慮しているか否かの評価ができる。 

 
【参 考】 

・予測⼿順 
供⽤後の⾵環境の予測⼿順は、図7.2.4-1に⽰すとおりである。実験の基本的な考え⽅

は、「実務者のための建築物⾵洞実験ガイドブック」(財団法⼈⽇本建築センター)に基づ
き実施する。 

予測は表7.2.4-2に⽰したとおり⾵洞実験による⽅法とし、各予測地点における地上２
ｍ相当の⾵向別の平均⾵速を測定して札幌管区気象台に対する⾵速⽐を算出し、⾵向出
現頻度等を加味した⾵速の累積頻度から⾵環境を予測する。 

 

 
図7.2.4-1 ⾵環境の変化の予測⼿順 
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・予測式 
予測地点ｊでの平均⾵速U以下の累積頻度Fj (≦U)は、札幌管区気象台の⾵観測⾼さ

(地上59.5m)と各予測地点での⾵速⽐が⾵速値に依存せず⼀定で実験から求められた値
になるという前提条件から、⾵環境評価基準(表7.2.4-3(2) 参照)に従い、各予測地点の
累積頻度55%及び95%の⾵速値を下式により求めるものとする。 

 

Fjሺ൑ Uሻ ൌ ෍ Di ൥1 െ exp ൝െ ቆ
U

RjiCi
ቇ

Ki

ൡ൩

16

i=1
 

 
Di ：⾵向ｉの⾵速出現頻度 

Ci，Ki ：⾵向ｉにおけるワイブル係数 
Rji ：予測地点ｊにおける⾵向ｉ時の⾵速⽐(Rji=Uji/Uref) 

  Uji：⾵向ｉにおける予測地点ｊの平均⾵速 
  Uref：基準⾵速(札幌管区気象台における⾵観測⾼さ相当での平均⾵速) 

 
・予測地点 

⾵環境の予測地点は図7.2.4-2に⽰すとおりとし、測定⾼さは地上から２ｍ相当(模型
⼨法4.0mm)とする。 

対象事業の実施により⾵害の影響を受けるおそれのある地域として計画建築物の最
⾼⾼さの１〜２倍程度の範囲を含む範囲とし、⾵の影響に特に配慮すべき施設等を考慮
して設定する(図7.2.4-2 参照)。 

なお、上記の範囲を包括する範囲として、事業区域中⼼から半径約500mの範囲を縮尺
1/500で模型化するものとし、模型化範囲外(半径約500m〜約600m)においても⼤規模な
建物は再現する。 
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図7.2.4-2 ⾵環境予測地点  




